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■要 旨
一般に「調査の倫理」というとき、その対象は多くの場合、調査対象者との
関係に向けられるが、他方で、できる限り正確にデータを収集・分析すること
を通じて、対象者の自発的な協力によって得られた調査結果を新しい知識とい
う形で社会に還元するという責任を果たすことも調査者に課された当然の倫理
的要請である。
調査データには代表性にかかわる誤差と測定にかかわる誤差があり、これら
を積み上げたものが調査での誤差となる。代表性にかかわる誤差を少なくする
ためには、調査不能の原因を明らかにしそれに応じた調査員の訓練プログラム
を作成・実施すること、代表性の偏りを修正・補正するための技術の活用・開
発が必要となる。また測定にかかわる誤差を減らすためには、調査票のデザイ
ンや構成も含めて対象者が進んで回答しようと思えるような調査票を作成する
ための工夫をすること、そしてそのために対象者が回答にいたるまでのプロセ
スやメカニズムについての理解を深めることが重要である。異なる質問の仕
方、異なる調査の方法に回答者の回答メカニズムがどのように対応しているの
かを知る必要がある。こうしたことがらが、最終的に調査誤差を全体として少
なくすることに貢献するのであり、同時に、回答の持つ意味を理解することに
もつながるのである。
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1 はじめに
この小論のテーマとして掲げた「答えたくない質問にはお答えいただかな
くて構いません」という表現を、最近の調査票でよく見かけるようになっ
た。おそらく、調査への協力は「強制」ではなくあくまで「任意」であるこ
とを強調するために記されているのだと思うが、他方で、このように記すこ
とで逆に調査の意義を調査者みずからが否定することになりはしないかとも
思う。というのも、スペースに限りのある調査票の中で尋ねられている質問
は、少なくとも調査課題を追求するために必要かつ不可欠でしかも最小限の
項目に絞られているはずだと考えるからである。つまりそこには「答えてい
ただかなくて構いません」というような質問は基本的に存在しない。
社会の現状を正確に記述・分析するためには、そもそも、そのもととなる
データをいかに偏りなく正確に収集するかが重要な問題となる。「お答えい
ただかなくて構いません」という一見やさしそうな表現は、できる限り正確
にデータを収集するという調査の大目標をむしろ損ないかねないものであろ
う。そのように記すのではなく逆に「ぜひお答え下さい」と積極的に記すこ
とができるだけの、たとえば調査の社会的な意義を説得的に伝え協力を引き
出すための方法と訓練、対象者の回答しやすい調査票の工夫などの努力がこ
れまで以上に調査者に求められているのである。
もちろんこうした努力はこれまでにもなされてきたことであり調査者の多
くが自覚しているところでもあろう。調査者は、調査対象者に対して調査に
付随した倫理的責任を持つとともに、調査対象者の回答をきちんと収集・分
析することにより、その結果を新しい知識という形で社会に還元するという
責任を果たしている。一般に「調査の倫理」というとき、その対象は多くの
場合、調査対象者との関係に向けられるが、もう一方の対象である社会に対
して果たすべき調査者の責任といった部分は必ずしも強調されないようであ
る。これはあまりに自明のことであるのかもしれないが、調査データを正確
にとるということは、調査対象者と社会を媒介する調査者としての役割を責
任を持って果たすための出発点であるとともに、調査する側に対するごく当
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然の倫理的要請のひとつでもある1）。
2 Total Survey Error という視点
さて、データの正確性を確保するということは、調査にともなう誤差を全
体としてできるだけ小さくするということに他ならない。誤差は調査の過程
においてさまざまに生じる。図 1は、調査のプロセスに沿ってどのような
ところでどのような誤差が生じるかを示したものである［Groves et al.,
2004：39−62］。
調査の誤差は大きく 2つに分類される。ひとつは標本の代表性にかかわる
誤差であり、もうひとつは測定にかかわる誤差である。代表性にかかわる誤
差はさらに、母集団のカバレッジにともなう誤差（coverage error）、標本抽
出誤差（sampling error）、調査不能による誤差（nonresponse error）、誤差を
調整する際に発生する誤差（adjustment error）に分けられる。
図 1 調査の質から見た調査サイクル（Groves et al.［2004：48］より一部
簡略化して転載）
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また、測定に関する誤差は、概念の操作化における妥当性の問題（valid-
ity）、測定誤差（measurement error）、データ作成時の誤差（processing er-
ror）に分けることができる。代表性にかかわる誤差と測定にかかわる誤差
を積み上げたものが調査における誤差（total survey error）となる。
これらの誤差を全体としていかに小さくするかが「正確にデータをとる」
ことに直接かかわってくる。代表性にかかわる誤差に関しては、すでに統計
的な調整・補正方法等が存在するが、測定に関する誤差については、欠損値
の扱いに関する統計的方法があるものの、標準的な質問文あるいは尺度の開
発などは必ずしも十分でないというのが現状であろう。
3 代表性にかかわる誤差と測定にかかわる誤差
3. 1 代表性にかかわる誤差
標本調査の目的が、ある社会もしくは集団の特質を要約的に記述すること
にある場合、標本の代表性の問題が生じる2）。
住民基本台帳や有権者名簿の閲覧制限が厳しくなりつつあるが、このこと
は標本抽出枠（sampling frame）としての利用可能性の問題を通してカバ
レッジの誤差と直接かかわっている。また、昨今、調査への協力が得られに
くくなり回収率が大幅に低下している状況は、調査不能による回収票の偏り
を増大させる。実際、2005年 4月に完全実施された個人情報保護法による
影響や 2005年国勢調査におけるニセ調査員による調査票の詐取事件等によ
りその後の調査の回収率は大幅に低下した3）。また、調査の実施中に、警察
への通報や行政からの問合せも増加しているという。
しかし、他方で郵送調査による回収率はむしろ向上している。松田
［2006］によれば、朝日新聞社が 2004年夏の参院選時に大規模な郵送調査を
実施したところ、その有効回収率は 63％であった。また、その後の 2回の
郵送による意識調査（「防災意識調査」、「“お金”意識調査」）でもそれぞれ
78％、71％の高い回収率を得ている。面接調査における回収率の大幅低下
を考えると、郵送調査による回収率の高さが際立っている。
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こうしてみると、郵送調査以外での回収率の低下の原因は、調査そのもの
に対する拒否反応が高まったというよりも、プライバシー意識や防犯意識の
高まり、見知らぬ他者（調査員）に対する不信といった調査する側への不
信・不安（調査する側の信頼性という問題）に対処するための方法が基本的
に用意されていないことにあるように思われる。
このことと関連して、面接あるいは留置調査における調査員によるメイキ
ングの問題も指摘しておかなければならない。一昨年、日銀の「生活意識に
関するアンケート調査」において、調査対象となっている本人が回答してい
ないケースや本来無作為に抽出されるべきサンプルの代わりに調査員が知人
などに回答を頼んでいたというケースが発覚した（日本経済新聞 2005年 8
月 6日付朝刊）。こうしたケースが実際に増えているのかどうかは不明であ
るが、調査環境が厳しくなったこともメイキングを誘発するひとつの要因で
あろう。
さて、こうした状態を回避するためには少なくとも 4つの方向での対策が
必要になるだろう。まず第 1は、調査拒否がどのような場合に生じるのか、
アクセスが困難なのはどのような人々なのか、どのようにすれば対象者に働
きかけることができるのか、拒否にあった場合にどのような対応をすればよ
いのか、等々についての情報の蓄積とそれを基にした調査員に対する訓練プ
ログラムの開発である。これと関連して第 2に、社会調査の意義についての
「説得」と「社会や集団に対するコミットメントの活性化」［山口，2003：
562］といった調査に参加することの社会的な意義を調査対象者に説得的に
伝えるための方法が必要となる。この部分は定式化しにくいところでもあり
これまでは調査者のパーソナリティや経験に依存してきた部分でもある。学
会レベルでの組織的な取り組みとともに、これまで職人芸的に蓄積されてき
たノウハウを共有・深化させる仕組みづくりが必要になるだろう。第 3に、
調査員によるメイキングを防ぐ方法として、（1）調査現場への立会い、（2）
調査終了後に対象者本人に確認、（3）調査票に調査開始・終了時間の記入、
家族構成に関する質問などチェック用に質問を埋め込むなどの方法がある
が、最近はパソコンを使った CAPI 調査（Computer- Assisted Personal Inter-
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viewing）において、パソコンに埋め込んだマイクを利用して調査状況をラ
ンダムにモニターするという方法も用いられているようである。いずれにせ
よ、少ない費用で可能なチェック方法を今後も追求する必要がある。第 4
は、代表性という点から見た調査データの偏りを所与として、それをいかに
して修正・調整するかという技術的、方法論的な蓄積を活用（必要ならさら
に開発）することである。どのような人が回答拒否をしやすいのか、そも
そも調査が困難なのはどのような人々なのか等について、すでにデータの蓄
積はある（たとえば、統計数理研究所［1999］、林・山岡［2002］など）。
3. 2 測定にかかわる誤差
調査データは質問文に対する回答という形で収集される。それゆえ、得ら
れる回答は、質問文の内容、質問の仕方、質問文がおかれた文脈などさまざ
まな要因によって影響を受ける。実際、どのような尋ね方をしたかによって
回答が大きく異なる場合があることはよく知られている。
この点に関しては、教科書レベルにおいてもさまざまな留意事項が指摘さ
れている。たとえば、あいまいな用語、難しい用語、ステレオタイプの用
語、威光暗示効果、黙従傾向、ダブルバーレル質問などである。また、キャ
リーオーバー効果など、質問文の順番、あるいは一群の質問文が作り出す文
脈による影響なども指摘されてきた。
質問文の構成
このほかにも、内容がまったく同じであるにもかかわらず文章の組み立て
方によって回答がまったく代わってくる場合もある。たとえば、林・山岡
［2002：43−44; org＝統計数理研究所，1970］は次のような例を挙げている。
問「ある会社につぎのような 2人の課長がいます。もしあなたが使わ
れるとしたらどちらの課長に使われるほうがよいと思いますか。」
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【形式 1】
A 1：規則をまげてまで、無理な仕事をさせることはありませんが、
仕事以外のことでは人の面倒を見ません。 （12％）
A 2：時には規則をまげて無理な仕事をさせることもありますが、仕
事のこと以外のことでも人の面倒をよく見ます。 （81％）
【形式 2】
B 1：仕事以外のことでは、人の面倒を見ませんが、規則をまげてま
で、無理な仕事をさせることはありません。 （48％）
B 2：仕事以外のことでも、人の面倒をよく見ますが、時には規則を
まげてまで無理な仕事をさせることもあります。 （47％）
A 1と B 1、A 2と B 2ではそれぞれ内容はまったく同じであるにもかか
わらず、回答パターンが大きく異なっている。林・山岡［2004：44］によれ
ば、「日本語の場合、『甲だが乙』の形の文章では、後のほうが強い意味を持
つためであると考えられる」とのことであるが、どちらの質問形式が調査目
的に照らして妥当であるかを判断するために、調査対象者がそれぞれの質問
文をそもそもどのようなものとして認知していたのかにまで遡って両者の違
いを明らかにする必要があるだろう。
回答の形式
回答形式によって対象者に誤解を生じさせる場合もある。2005年 10月～
12月にかけて留置き法で実施した「家庭廃棄物（ごみ）に対する住民の意
識と行動に関する調査」4）では、ごみ問題を解決するために、（A）どれくら
いの人がごみ減量に取り組むべきか、（B）どれくらいの人が実際にごみの
減量を実行していると思うかを尋ねた。その際、回答形式として○割という
形で空欄に数値を入れるという形式を採用した。単位が「割」であることを
強調するためにリード文においても 0から 10（割）までの数値を記入する
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よう指示をしたが、実際には、（A）、（B）のいずれかにパーセントで回答し
たと思われるものが 13名、両方ともにパーセントで回答したものが 7 名
あった。誤回答の比率自体は小さいが、下図のように回答枠を破線で 2つに
区切ったため 2桁の数字を記入するものと誤解されたようである。このよう
な場合、10と記入された回答を 10割と読むのか 10％と読むのかという問
題が生じることになる（実際、A で 10と回答し B で 10より大きい数字を
回答したものは 8名）。回答枠を見た対象者が、どのような反応の仕方をす
るか事前に予測できなかった結果である。この場合、たとえば 10区間に区
切られたスケールを示し、その中で該当する数字を選ぶという回答形式を採
用すべきであった。
割
調査方法による回答の違い
2006年 2月 5日付朝日新聞朝刊に興味深い記事が掲載された。ほぼ同時
期に実施された面接調査と郵送調査で回答傾向が異なるというものである。
調査法が違うのであるからある意味で当然とも思われるが、生活満足度や階
層帰属意識といった社会学的には重要な質問に対する回答傾向が異なるとす
れば、なぜ異なるのかその理由を問う必要がある。
さて、朝日新聞社では、調査方法による回答傾向の違いを探るために、郵
送調査「“お金”意識調査」に時期をあわせて、共通の質問 5問を含む面接
調査を実施した5）。そのうち、生活満足度と生活水準（階層帰属意識に対
応）に関する結果を示したものが表 1と表 2である。
生活満足度に関して、「まあ満足」と「やや不満」の間で切れば、郵送調
表 1 調査方法による回答の違い（生活満足感） （％）
満足 まあ満足 やや不満 不満 その他 計
郵送調査 4 39 36 20 1 100
面接調査 10 56 24 10 0 100
（出典；松田［2006：169］より）
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査では不満が 56％、面接調査では満足が 66％となり満足／不満の傾向が逆
転する。また、生活水準についても同様に、面接調査に比べ郵送調査で下の
ほうの回答にシフトしていることがわかる。
生活満足度では、回答者の性・年代など属性の偏りの影響をほとんど受け
ていないことから、両者の違いは調査員が介在するかどうかという点にあ
る。調査員が目の前にいる場合は高めに回答し、そうでない場合はむしろ控
えめに回答しているのかもしれない。こうした問題は、言うまでもなく、セ
ンシティブな質問においてバイアスをいかに少なくするかという問題とも直
接関連している。
ここに挙げた例はいずれも、回答者が質問文や回答形式をどう解釈し、ま
たそれに応じてどのような回答戦略を採用するかということにかかわってい
る。回答の背後にある対象者の認知、解釈、戦略といった回答プロセス・回
答のメカニズムを読み解くことが必要とされるのである。
4 調査における認知的側面のモデル化
Tourangeau［2003］によれば、この 20年の間に調査方法論はパラダイム
シフトを経験してきたという。すなわち、推定値に対する調査誤差の影響
（結果）に焦点を当てた統計モデルに基礎を置く古いパラダイムから、調査
誤差の原因に焦点を当てた社会科学的なモデルに基礎を置く新しいパラダイ
ムへのシフトである6）。前者は、調査において生じた誤差をどのように統計
的に処理をすればバイアスの影響を除去した推定値を得ることができるかと
いう問題に答えようとするものであり、したがって、そもそも誤差がどのよ
表 2 調査方法による回答の違い（生活水準） （％）
上の上 上の下 中の上 中の中 中の下 下の上 下の下 その他 計
郵送調査 0 1 14 38 28 14 4 1 100
面接調査 1 2 17 43 24 9 4 0 100
（出典；松田［2006：169］より）
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うにして生じたのか、また、どのようにすれば誤差の発生を防ぐ（あるいは
より少なくする）ことができるのかという問題は対象外である。これに対し
て後者は、誤差の発生原因とその制御という課題に対して、調査対象者が
そもそもどのようなプロセスを経て調査に協力（もしくは拒否）するのか、
どのようなメカニズムを通じて質問に回答するのか等を探求することで答え
ようとするものである。もちろん両者は相反するものではない。むしろそこ
では、統計的なモデルと社会科学的なモデルとが相補うことにより、より精
度の高い（誤差の少ない）推定値を得ることが目指されている。
このシフトの背後には、調査における測定誤差を小さくするために認知心
理学の概念や手法を応用すること、コンピュータを利用した新しいデータ収
集方法の開発、調査誤差の源泉としての測定の問題と調査不能への関心の高
まりなど、調査に関連するさまざまな面での進展がある。
さて、調査時の誤差がどのようにして生じ、どうしたら防げるのかという
問題に答えるためには、そもそも測定誤差がどこから生まれてくるのか、ま
た、調査に協力するか否かを決めるものは何か、回答者は投げかけられた質
問をどのように認知し、またどのような回答戦略にもとづいて回答を選択す
るのか等に関する「理論」が必要となる。
たとえば、幸福観に関する次のような質問を考えてみよう［Tourangeau,
1991］。
（A）General happiness：“Taken altogether, how would you say things are these
days? Would you say that you are very happy, pretty
happy, or not too happy?”
（B）Marital happiness：“Taking things all together, how would you describe
your marriage? Would you say that your marriage is
very happy, pretty happy, or not too happy?”
この質問を（A）→（B）の順番で聞く場合と（B）→（A）の順番で聞く場合
とでは（A）に対する回答が異なり、前者での very happy の回答率は 40
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％、後者ではそれが 34％であった。この違いは質問の前後関係や質問が構
成する文脈による影響、いわゆる文脈効果（context effect）と呼ばれるもの
によって生じている。つまり、（B）→（A）の順番で尋ねられた場合、（B）
においてすでに結婚に関する幸福感について答えているので、（A）で全般
的幸福感を尋ねられたときに、結婚に関する部分を差し引いて答える（sub-
traction hypothesis）という認知的プロセスが働いているためである。この仮
説自体は最終的には棄却されるのだが、回答にいたるプロセスに関する認知
心理学的なモデルを導入することにより、回答者の心理にまで立ち入って
データの質を考えることの必要性の一端を示している（たとえば、Tou-
rangeau et al.［2000］）。
こうした作業はまた、ある回答がどのようなプロセスを経て報告されたの
か、つまり対象者がその回答を選択したメカニズムを問うことでもある。こ
の意味で、回答に到る認知プロセスの探求は、誤差の原因を追究することに
とどまらず、そのまま社会学的な探求にも通じることになるのである7）。
5 おわりに
調査に何度か携わったものであれば誰でも、いかにして調査不能を減らす
か、いかにして少ない誤差で測定するかは常に念頭にあることであり、また
そのための努力も日々行っている。データを正確に取るために努力すること
は、研究者としての調査者が満たすべき最低限の倫理的要請のひとつであ
る。
この点を満たす限りにおいて、質問文の構成や調査方法による回答の分布
の違いは実はさほど大きな問題ではない。というのも、何をどのように尋ね
るかによって、対象者の回答の仕方が変わるのはむしろ当然のことであるか
らである。ここで重要なのは、異なる質問の仕方、異なる調査の方法に回答
者の回答メカニズムがどのように対応しているのかを知ることである。この
ことはまた、調査において尋ねられた質問に対する回答（たとえば「階層帰
属意識」）が何を意味するかを知ることにも通じている。
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こうした作業は、少なくとも主要な質問文について「標準化」を押し進め
ることにもつながることになるだろう。調査票を用いた統計調査は、一見す
れば「客観的」なものに見えるが、調査者の判断に任されている部分は決し
て少なくない。そうした部分をできるだけ少なくするためにも、特に回答の
質や回答の意味にかかわる部分においては、回答メカニズムを理論化し質問
文を標準化する作業が必要なのである。
最後に、若干の希望を述べてこの小論を終えることにしたい。ひとつは、
ある程度の規模の調査であれば本調査が行われる前に予備調査が行われるの
が普通である。予備調査の結果によって質問文やその配列が見直されること
になるが、質問の仕方や配列がどのように修正され、また本調査ではどのよ
うな結果になったかを比較対照できるような情報があるとよい。
あるいは、類似の調査項目については、これまでどのような質問がつくら
れ、それぞれでどのような結果が得られたのかを知ることのできるものがあ
ると便利である。たとえば、イギリス統計局が作成している Social Capital
に関する Question Bank8）は、行側に調査項目、列側に調査名を配置したマ
トリックスで、ある調査項目について各種の調査がどのような質問文を使っ
たかを容易に調べることができる。もちろん、こうした情報の蓄積は、十分
な整理・検討を経てからでなくては現実な有効性を持ち得ないのだろうが、
調査の質、回答に対する理解を深めるためには、必要な作業であるように思
う。
いずれにせよ、「答えたくない質問にはお答えいただかなくて結構です」
と言う前に、まだまだやるべきことはある。たとえば、調査員の訓練プログ
ラムを開発すること、調査票のデザインや構成も含めて対象者が進んで回答
しようと思えるような調査票を作成するための工夫をすること、そして対象
者が回答にいたるまでのプロセス・メカニズムについての理解を深めること
である。こうしたことがらが、結果として Total Survey Error を少なくする
ことにつながるのであり、同時に、回答の意味を理解することにもつながる
のである。これはまた、できる限り正確にデータを収集することを通じて、
調査結果を新しい知識という形で社会に還元するという調査者の責任を果た
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すことでもある。
注
１）米国における社会調査の困難を論じた山口［2003：557］は、「実査の困難は得
たい知識を得るための困難の一側面にすぎず、仮りに多くのひとから協力が得ら
れたとしても、またより重要なことだが偏りのない情報が得られても、真に知り
たいことに何の知識も与えないのでは調査は無意味となる。米国で調査が困難に
なっているのは、主として高度な知識や理解を得ようとしてきているためで、……
調査方法自体がより要求度の高いものになっているからである」と述べている
が、この小論では扱う範囲は「社会調査で得ることのできるデータを正確にとる
ことの困難」という問題にとどまる。
２）重要なのは代表性や典型性ではなく、研究の意義と研究の中での有意義な活用
のされ方である、という盛山［2004］の指摘はその通りであるが、ここでは代表
性が研究の意義に照らして重要な場合を考えている。
３）2005年国勢調査の少し後に筆者も参加して行った「家庭廃棄物（ごみ）に対
する住民の意識と行動に関する調査」（代表：海野道郎東北大学教授）では、回
収率が仙台市 63.5％、名古屋市 48.0％、水俣市 65.7％（留置調査サンプル数は各
都市 1,000、対象は主な家事担当者）にとどまり、特に住民基本台帳の大量閲覧
を悪用したわいせつ事件や国勢調査におけるニセ調査員が発生した名古屋市にお
いて回収率が著しく低下した。
４）注 3）を参照。
５）調査実施期間は、郵送調査が 2005年 12月 1日～2006年 1月 17日、面接調査
は 2005年 12月 3～4日である。
６）こうした動向は、Cognitive Aspects of Survey Methodology Movement（CASM）
と呼ばれている。
７）階層帰属意識に関する FK モデル［闍坂，2006］はそのような探求の一例とな
る。
８）http://www.statistics.gov.uk/about_ns/social_capital/matrix.asp
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■Abstract
The term “survey ethics” is generally used in relation to the survey respon-
dents. But researchers naturally have another ethical requirement: their responsibil-
ity to collect and analyze data as accurate as possible, and in doing so provide so-
ciety with new knowledge, i.e., survey results elicited autonomously by respon-
dents.
Survey data contains margins of error that relate to representation and those
that relate to measurement. In order to minimize survey errors relating to represen-
tation, it is necessary to identify the reasons for non-response, and to formulate
and implement training programs for surveyors in accordance with the reasons
identified. It is further necessary to develop and make use of statistical technics to
rectify and correct representation errors. Meanwhile, in order to reduce survey er-
rors relating to measurement, it is important to design and configure survey forms
in a way that inspires respondents want to answer the survey of their own will,
and to deepen understanding of the processes and mechanisms that lead respon-
dents to do so. Indeed, it is necessary to know how the response mechanism
works with different ways of questioning and different survey methods. These ef-
forts ultimately contribute to the overall reduction of survey errors, and also pro-
mote understanding of the meanings of responses themselves.
Key words: total survey error, representation, measurement, cognitive process, survey ethics
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